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これらの発表のベースとなる書籍『日本経済の持続的
成長　エビデンスに基づく政策提言』（藤田昌久編、
東京大学出版会）が３月末に刊行されます。

RIETI は、世界有数の政策シンク
タンクとして、内外から高い評価
を得ています。

企画・制作＝日本経済新聞社
クロスメディア営業局

RIETI  政策シンポジウム

日本経済を新たな成長軌道へ：エビデンスに基づくグランドデザイン日本経済を新たな成長軌道へ：エビデンスに基づくグランドデザイン
　経済産業研究所（ＲＩＥＴＩ）は、「世界の成長を取り込む視点」など３つの視点に基づ
き２０１１年４月から始まった研究の成果を報告するシンポジウムを２月中旬、都内で開
催。中島厚志理事長は「内外の経済状況は大きく変化している。幅広く掘り下げて研
究分析することが不可欠だ」と指摘し、第一線の研究者が５年にわたって研究してきた
日本経済を新たな成長軌道に乗せるための政策を提言した。

経済産業研究所
http://www.rieti.go.jp
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Ｒ
Ｉ
Ｅ
Ｔ
Ｉ
が
掲
げ
る
３
つ
の
視

点
は
、「
世
界
成
長
の
取
り
込
み
」「
新

た
な
成
長
分
野
の
開
拓
」「
持
続
的

成
長
を
支
え
る
経
済
社
会
制
度
の
確

立
」
だ
。
生
産
性
の
向
上
、
付
加
価

値
を
生
み
出
す
た
め
の
イ
ノ
ベ
ー
シ

ョ
ン
の
活
性
化
も
欠
か
せ
な
い
。

多
様
性
に
お
け
る
知
識
創
造
に
お

い
て
は
、
個
々
の
共
通
知
識
と
固
有

知
識
の
バ
ラ
ン
ス
が
重
要
だ
。
東
京

へ
の
知
識
労
働
者
一
極
集
中
に
は
二

律
背
反
の
効
果
が
あ
る
。
こ
れ
を
防

ぐ
に
は
、
多
様
な
組
織
や
地
域
、
国

際
間
の
交
流
が
必
要
だ
。

超
高
齢
化
社
会
に
お
け
る
需
要

者
・
人
的
資
源
と
し
て
の
高
齢
者
の

参
加
、
ロ
ボ
ッ
ト
や
人
工
知
能
と
の

ベ
ス
ト
マ
ッ
チ
ン
グ
も
リ
ー
ド
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
あ
ら
ゆ
る
領
域

で
の
多
様
性
が
創
造
的
共
生
、
新
統

合
を
生
み
、
社
会
を
発
展
さ
せ
る
。

多
様
性
か
ら
生
ま
れ
る
新
た
な
成
長

を
実
現
し
た
い
。

は
、
資
本
収
益
率
が
下
落
、
人
口
減

少
も
考
え
る
と
投
資
主
導
の
成
長
の

持
続
は
難
し
い
。
供
給
過
剰
を
解
消

す
る
に
は
、消
費
拡
大
策
が
必
要
だ
。

最
近
の
日
本
の
設
備
投
資
の
低
迷

は
、
欧
米
と
比
較
し
て
も
人
口
減
少

だ
け
で
は
説
明
で
き
な
い
。
労
働
市

場
の
硬
直
性
や
未
成
熟
な
情
報
通
信

技
術
（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
）
サ
ー
ビ
ス
市
場
に

よ
る
補
完
的
な
無
形
資
産
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ

サ
ー
ビ
ス
投
入
の
停
滞
が
、
資
本
設

備
の
収
益
率
を
引
き
下
げ
て
い
る
。

購
買
力
平
価
で
見
た
中
国
の
１
人

当
た
り
実
質
国
内
総
生
産
は
、
１
９

７
０
年
代
初
め
の
日
本
と
同
様
の
水

準
に
達
し
た
。
日
本
の
高
度
成
長
期

と
比
べ
、
全
要
素
生
産
性
上
昇
率
が

低
く
資
本
蓄
積
に
依
存
し
た
中
国

●
Ｔ
Ｐ
Ｐ
と
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
に
お
け
る
産
業
貿
易
政
策

●
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
人
口
減
少
下
に
お
け
る
地
域
創
生
の
課
題

●
国
際
マ
ク
ロ
か
ら
考
え
る
日
本
経
済
の
課
題
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●
日
本
の
長
期
停
滞
か
ら
何
を
学
ぶ
か
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●
雇
用
制
度
・
人
材
教
育
改
革
に
向
け
て

―
人
的
資
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
研
究
成
果
と
政
策
イ
ン
プ
リ
ケ
ー
シ
ョン
―

●
産
業
政
策
に
関
す
る
新
た
な
論
点
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●
財
政
赤
字
・
社
会
保
障
制
度
の
維
持
可
能
性
と

金
融
政
策
の
財
政
コ
ス
ト

●
日
本
の
技
術
革
新
力
の
強
化
を
目
指
し
て

フ
ラ
や
物
流
、
情
報
提
供
な
ど
の
サ

ポ
ー
ト
が
重
要
だ
。

企
業
の
国
際
化
に
よ
る
成
長
は
、

雇
用
の
増
加
な
ど
プ
ラ
ス
の
効
果
が

大
き
い
。
環
太
平
洋
経
済
連
携
協
定

（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
の
経
済
効
果
は
、
理
論

的
に
は
貿
易
拡
大
、
生
産
性
向
上
、

所
得
増
な
ど
日
本
そ
し
て
世
界
全
体

に
プ
ラ
ス
効
果
が
あ
る
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
の

早
期
履
行
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
ル
ー
ル
に
基
づ

く
自
由
化
利
益
、
各
国
の
国
内
改

革
、
農
業
改
革
も
今
後
の
課
題
だ
。

企
業
の
国
際
化
で
新
た
な
貿
易
理

論
が
生
ま
れ
、
分
析
対
象
が
産
業
か

ら
企
業
へ
変
化
し
つ
つ
あ
る
。
政
策

に
お
い
て
も
企
業
に
特
化
し
た
生
産

性
の
向
上
、
都
市
部
と
地
方
の
差
を

な
く
す
た
め
の
地
方
企
業
へ
の
イ
ン

の
対
外
競
争
力
が
ど
う
変
化
し
て
い

る
の
か
を
確
認
し
、
実
質
的
な
比
較

分
析
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
外
部
環

境
に
影
響
さ
れ
ず
に
収
益
が
確
保
で

き
る
差
別
化
さ
れ
た
財
へ
の
特
化

と
、国
内
に
根
付
か
せ
る
規
制
緩
和
・

自
由
化
が
急
務
だ
。
日
本
の
質
の
高

い
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
は
ア
ジ
ア
で
高

く
評
価
さ
れ
て
い
る
。
ア
ジ
ア
経
済

の
成
長
が
持
続
す
れ
ば
、
日
本
の
財

に
対
す
る
需
要
が
拡
大
し
、
日
本
経

済
の
安
定
成
長
に
つ
な
が
る
だ
ろ
う
。

リ
ー
マ
ン
・
シ
ョ
ッ
ク
以
降
大
幅

な
為
替
変
動
が
続
き
、
ア
ジ
ア
通
貨

の
ミ
ス
ア
ラ
イ
ン
メ
ン
ト
が
顕
著

だ
。
こ
の
よ
う
な
事
態
に
振
り
回
さ

れ
る
こ
と
な
く
、
産
業
別
実
質
為
替

相
場
な
ど
を
利
用
し
て
日
本
の
産
業

場
外
の
支
援
、
夫
の
限
定
的
な
働
き

方
も
有
効
だ
。
今
の
日
本
の
賃
金
制

度
で
は
厳
密
な
同
一
労
働
同
一
賃
金

は
困
難
だ
。
非
正
規
労
働
者
の
待
遇

改
善
に
は
、
合
理
的
・
客
観
的
説
明

が
で
き
な
い
不
利
益
取
り
扱
い
禁
止

を
法
原
則
と
す
る
こ
と
も
重
要
だ
。

最
低
賃
金
引
き
上
げ
で
は
、
雇
用
減

で
特
定
の
グ
ル
ー
プ
が
過
度
な
負
担

を
負
う
こ
と
は
回
避
す
べ
き
だ
。
英

国
の
低
賃
金
委
員
会
の
よ
う
な
専
門

組
織
も
検
討
す
べ
き
だ
ろ
う
。

安
倍
晋
三
首
相
は
、
施
政
方
針
演

説
に
一
億
総
活
躍
や
女
性
の
活
躍
、

非
正
規
雇
用
の
均
衡
待
遇
な
ど
多
様

な
働
き
方
改
革
を
盛
り
込
ん
だ
。
女

性
活
躍
に
は
日
本
的
雇
用
制
度
や
男

性
の
働
き
方
の
変
革
が
必
要
だ
。
職

策
終
了
時
に
国
債
価
格
暴
落
で
日
銀

に
巨
額
損
失
が
発
生
す
る
リ
ス
ク
が

あ
る
。
金
利
上
昇
で
銀
行
券
需
要
が

減
少
し
、
損
失
が
銀
行
券
残
高
を
上

回
る
と
自
力
で
の
損
失
処
理
が
不
可

能
に
な
る
。
銀
行
へ
の
負
担
強
制
や

イ
ン
フ
レ
容
認
な
ど
の
危
険
も
あ

る
。
日
本
は
米
国
に
比
べ
人
口
減
少

で
潜
在
成
長
率
が
低
く
、
介
護
・
医

療
分
野
の
人
材
不
足
は
深
刻
だ
。
人

口
減
少
対
策
に
は
日
本
語
能
力
の
高

い
移
民
の
受
け
入
れ
が
有
効
だ
。

日
本
の
財
政
赤
字
は
す
べ
て
国
民

負
担
と
な
り
将
来
世
代
へ
の
負
担
が

大
き
い
。
公
平
性
の
観
点
で
は
消
費

増
税
、
高
所
得
高
齢
者
へ
の
社
会
保

障
支
出
の
抑
制
も
効
果
的
だ
。
巨
額

の
量
的
緩
和
・
マ
イ
ナ
ス
金
利
は
政

方
で
地
球
温
暖
化
な
ど
の
取
り
組
み

は
不
十
分
に
な
る
恐
れ
が
あ
る
。

今
後
は
送
配
電
部
門
の
改
革
が
重

要
だ
。
Ｉ
ｏ
Ｔ
時
代
を
迎
え
ビ
ッ
グ

デ
ー
タ
な
ど
多
様
な
イ
ン
プ
ッ
ト
を

収
集
す
れ
ば
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の

価
値
は
自
然
と
高
ま
る
。
他
者
と
の

競
争
だ
け
で
は
な
く
、
「
見
え
る

化
」
に
よ
る
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
な
ど
を

通
じ
て
効
率
化
・
高
成
長
も
期
待
で

き
る
。
こ
れ
ま
で
の
市
場
競
争
の
考

え
方
に
転
換
点
が
訪
れ
て
い
る
。

戦
後
の
高
度
成
長
期
に
は
資
本
が

蓄
積
さ
れ
、
１
９
８
０
年
代
か
ら
は

規
制
緩
和
・
構
造
改
革
が
行
わ
れ

た
。
今
は
第
４
次
産
業
革
命
が
起
こ

っ
て
い
る
。
電
力
自
由
化
は
構
造
改

革
の
一
環
だ
が
、
市
場
効
率
化
の
一

す
る
か
が
カ
ギ
を
握
る
。
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
設
計
で
は
リ
ス
ク
企
業
と
発

明
者
間
の
効
率
的
な
負
担
、
長
期
的

評
価
を
実
現
す
る
制
度
設
計
が
必
要

だ
。世
界
の
知
識
活
用
に
お
い
て
は
、

ア
ジ
ア
諸
国
で
研
究
開
発
に
参
加
す

る
企
業
が
増
え
知
識
増
加
に
よ
る
イ

ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
加
速
し
て
い
る
。

「
世
界
公
知
基
準
」
の
実
現
が
必
要

不
可
欠
で
世
界
の
知
識
を
活
用
で
き

る
人
材
・
イ
ン
フ
ラ
と
制
度
整
備
が

欠
か
せ
な
い
。

技
術
革
新
力
強
化
に
は
、「
企
業

の
能
力
構
築
」「
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ

設
計
」「
世
界
の
知
識
の
活
用
」
の

３
つ
の
論
点
が
あ
る
。
能
力
構
築
に

お
い
て
は
、
企
業
の
サ
イ
エ
ン
ス
吸

収
能
力
、
国
際
人
材
を
い
か
に
活
用

方
を
促
す
政
策
が
直
近
の
課
題
だ
。

地
方
で
は
、
無
駄
な
企
業
誘
致
競

争
を
な
く
す
。
地
域
内
商
取
引
や
資

金
循
環
の
活
性
化
が
課
題
で
、
地
域

の
金
融
機
関
や
中
小
企
業
、
商
店
街

の
役
割
も
大
き
い
。
質
の
高
い
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
た
め
の
イ
ン
フ
ラ
・

通
信
整
備
な
ど
、
都
市
の
新
陳
代
謝

も
欠
か
せ
な
い
。
代
替
で
き
な
い
重

要
な
部
品
を
つ
く
る
地
方
企
業
の
活

躍
が
、
国
際
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の

強
化
に
つ
な
が
る
。

グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
少
子
高
齢
化
を

背
景
に
、
大
都
市
へ
の
若
年
人
口
移

動
、
産
業
集
積
の
不
経
済
が
問
題
視

さ
れ
て
い
る
。
大
都
市
に
お
け
る
集

積
不
経
済
を
軽
減
す
る
政
策
、
子
育

て
機
会
費
用
の
軽
減
と
多
様
な
働
き

第
１
部

グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
に
お
け
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
と
成
長

第
２
部

成
長
と
社
会
制
度
創
り

基
調
講
演

多
様
性
か
ら
生
ま
れ
る
新
た
な
成
長




